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相
次
ぎ
定
期
総
会
を
開
催

中
国
議
長
会
は
４
月
１７
日
に
岡

山
市
で
、
東
北
議
長
会
は
１８
日
に

秋
田
市
で
、
東
海
議
長
会
は
１８
日

に
岡
崎
市
で
、
そ
れ
ぞ
れ
定
期
総

会
を
開
催
し
た
。
当
日
は
全
国
市

議
会
議
長
会
の
第
８９
回
定
期
総
会

へ
上
程
さ
れ
る
部
会
提
出
議
案
な

ど
を
審
議
し
た
ほ
か
、
会
長
を
は

じ
め
と
す
る
新
役
員
を
選
任
し

た
。
会
長
へ
就
任
し
た
顔
触
れ
は

定
期
総
会
の
開
催
順
に
▽
中
国
�

則
武
宣
弘
・
岡
山
市
議
会
議
長
▽

東
北
�
小
木
田
喜
美
雄
・
秋
田
市

議
会
議
長
▽
東
海
�
新
海
正
春
・

岡
崎
市
議
会
議
長
―
の
各
氏
。

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都

市
議
会
協
議
会
（
会
長
�
田

中
修
一
・
町
田
市
議
会
議

長
）
は
４
月
１５
日
、
東
京
・

全
国
都
市
会
館
で
正
副
会
長

・
監
事
・
相
談
役
会
議
を
開

催
し
た
。

当
日
は
事
務
報
告
、
平
成

２４
年
度
の
要
望
結
果
そ
れ
ぞ

れ
を
報
告
し
た
の
ち
▽
２４
年

度
決
算
▽
２５
年
度
事
業
計
画

案
▽
２５
年
度
会
議
・
運
動
日

程
案
▽
２５
年
度
予
算
案
▽
総

会
決
議
案
―
な
ど
を
協
議

し
、
了
承
し
た
。

役
員
会
で
了
承
さ
れ
た
事

項
は
、
５
月
８
日
に
東
京
・

都
市
セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
開

催
さ
れ
る
第
４１
回
定
期
総
会

で
諮
ら
れ
る
。

議
長
会

病病院院協協がが役役員員会会
（公財）後藤・安田記念東京都市研究所

第３５回『都市問題』公開講座

見果てぬ夢か？道州制
（公財）後藤・安田記念東京都市研究所は「見果てぬ夢か？道
州制」と題して、第３５回「都市問題」公開講座を下記の日程で開
催します。
制度実現の前提として基本法の法制化が急速に進みつつある道
州制。明治以来続いてきた都道府県制を廃止し、国の形を変える
ことによって、はたして、地方分権が進み、地方が活性化する起
爆剤となるのか。戦前から数多くの構想が生まれては消えて行っ
たが、いまでも自治体の首長間で導入の賛否は割れ、国民の間で
も具体的な方向性に関する合意は存在しない。
数年ぶりに脚光を浴びている道州制の意義と課題について、賛
否両論の立場から議論を行って、理解と関心を深めます。
多数の方々のご参加をお待ちしております。
◇基調講演
大森 彌 氏（東京大学名誉教授）
◇パネルディスカッション
〈パネリスト〉
浅野 史郎 氏（神奈川大学教授・前宮城県知事）
工藤 裕子 氏（中央大学法学部教授）
谷 隆徳 氏（日本経済新聞論説委員兼編集委員）
田村 秀 氏（新潟大学法学部長）
〈司会〉
新藤 宗幸 氏（後藤・安田記念東京都市研究所研究担当常務理事）
◆日時：平成２５年６月８日� １３：３０～１６：３０
◆場所：日本プレスセンター１０階ホール

（〒１００－００１１東京都千代田区内幸町２－２－１）
◆参加費：無料
◆参加申込み：後藤・安田記念東京都市研究所ホームページから

（http：／／www.timr.or.jp）
◆申込期限：平成２５年６月６日� ※満席となり次第受付終了
◆問合わせ：後藤・安田記念東京都市研究所 研究室

ＴＥＬ：０３－３５９１－１２６１

地
方
分
権
改
革
有
識
者
会
議

（
座
長
�
神
野
直
彦
・
東
京
大
学

名
誉
教
授
）
の
初
会
合
が
４
月
１２

日
、
首
相
官
邸
で
開
か
れ
▽
地
方

分
権
改
革
の
在
り
方
▽
国
か
ら
地

方
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
等
―

の
２
項
目
を
議
論
し
た
。
当
日
は

安
倍
総
理
が
出
席
。
安
倍
総
理
は

冒
頭
「
魅
力
あ
ふ
れ
る
地
域
を
創

る
た
め
に
は
、
地
域
ご
と
の
創
意

工
夫
を
活
か
し
、
地
域
が
自
ら
の

発
想
で
特
色
を
持
っ
た
地
域
づ
く

り
が
で
き
る
よ
う
地
方
分
権
改
革

の
取
組
み
を
進
め
て
い
く
こ
と
が

不
可
欠
で
す
」
と
述
べ
、
地
方
分

権
改
革
を
進
め
て
い
く
と
し
た
。

有
識
者
会
議
は
、
４
月
５
日
に

設
置
。
大
学
の
教
授
や
地
方
自
治

体
の
首
長
な
ど
９
名
で
構
成
さ
れ

て
い
る
。
有
識
者
会
議
で
の
意
見

は
、
安
倍
総
理
を
本
部
長
と
す
る

「
地
方
分
権
改
革
有
推
進
本
部
」

の
政
策
決
定
へ
反
映
さ
れ
る
。

地
方
分
権
改
革
に
関
し

有
職
者
会
議
が
初
会
合
政府

お
知
ら
せ

本
紙
５
月
５
日
付
第
１

８
６
７
号
は
、
第
１
８
６

８
号
と
併
せ
、
５
月
１５
日

付
第
１
８
６
７
・
６
８
号

と
し
て
発
行
し
ま
す
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1866号４月２５日平成25年
（2013年）

４／１７

中
国
４／１８

東
北
４／１８

東
海

則武宣弘・中国議長会会長
（岡山市）

小木田喜美雄・東北議長会会長
（秋田市）

新海正春・東海議長会会長
（岡崎市）

あ
い
さ
つ
す
る
田
中
修
一
・
会
長

（１） 平成２５年４月２５日 第１８６６号
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産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

１
、
農
業
振
興
対
策

我
が
国
の
農
業
は
、
農
業
者
の

平
均
年
齢
が
６６
歳
と
高
齢
化
が
急

速
に
進
み
、
こ
の
２０
年
間
で
所
得

も
半
減
し
て
い
る
。
世
界
的
へ
目

を
向
け
れ
ば
、
穀
物
市
場
へ
の
国

際
投
機
資
金
の
流
入
、
バ
イ
オ
燃

料
需
要
の
拡
大
、
途
上
国
の
経
済

発
展
に
よ
る
需
要
拡
大
な
ど
を
背

景
に
、
世
界
の
穀
物
需
給
は
逼
迫

し
て
お
り
、
国
内
生
産
力
を
確
保

す
る
取
り
組
み
が
重
要
と
な
っ
て

い
る
。
あ
わ
せ
て
安
全
で
安
心
な

国
産
農
作
物
の
安
定
供
給
を
図
る

た
め
に
も
、
産
業
と
し
て
の
農
業

の
持
続
性
を
速
や
か
に
回
復
し
、

農
村
の
再
生
を
講
じ
る
取
り
組
み

が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

農
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
険
し

く
な
っ
て
い
く
な
か
政
府
は
、
経

営
所
得
安
定
対
策
と
し
て
平
成
２３

年
度
か
ら
「
農
業
者
戸
別
所
得
補

償
制
度
」
を
創
設
。
２４
年
１２
月
の

政
権
交
代
に
よ
り
制
度
の
名
称
が

「
直
接
支
払
交
付
金
」
と
改
め
ら

れ
た
も
の
の
、
２５
年
産
作
物
に
つ

い
て
は
前
年
と
同
じ
枠
組
み
が
維

持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
２６
年

産
以
降
の
制
度
の
在
り
方
に
つ
い

て
は
、
今
後
の
検
討
課
題
と
さ
れ

て
い
る
。

交
付
金
の
う
ち
、
主
な
項
目
の

２５
年
度
予
算
額
は
▽
畑
作
物
�
２

１
２
３
億
１
９
０
０
万
円
（
対
前

年
度
比
８
・
９
％
増
）
▽
水
田
活

用
�
２
５
１
７
億
１
４
０
０
万
円

（
同
１０
・
１
％
増
）
▽
米
�
１
６

１
２
億
５
０
０
０
万
円
（
同
１６
・

４
％
減
）
▽
米
価
変
動
補
填
�
８４

億
円
（
同
７１
・
４
％
減
）
▽
加
算

措
置
�
２０
億
円
（
同
５０
％
減
）
直

接
支
払
推
進
事
業
等
�
１
０
４
億

３
７
０
０
万

円
（
同
５
・
４
％

減
）
―
と
な
っ
て
い
る
。

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制
度

に
は
、
対
前
年
度
比
９
・
８
％
増

の
２
８
４
億
６
３
０
０
万
円
が
確

保
さ
れ
た
。
同
制
度
は
、
中
山
間

地
域
に
お
け
る
生
産
条
件
の
不
利

を
補
う
た
め
１２
年
度
か
ら
実
施
。

５
年
ご
と
に
見
直
さ
れ
、
現
在
は

２２
年
度
を
初
年
度
と
す
る
第
３
期

対
策
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。
２５
年

度
か
ら
は
制
度
が
拡
充
さ
れ
、
集

落
連
携
促
進
加
算
措
置
が
講
じ
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
既
に
取
り

組
む
集
落
が
、
同
制
度
に
取
り
組

ん
で
い
な
い
集
落
と
連
携
す
る
場

合
、
交
付
額
が
加
算
さ
れ
る
。

２
、
林
業
振
興
対
策

森
林
・
林
業
人
材
育
成
対
策
に

対
前
年
度
比
１５
・
９
％
増
の
７１
億

７
０
０
万
円
が
確
保
さ
れ
た
。
う

ち
新
規
に
「
『
緑
の
新
規
就
業
』

総
合
支
援
事
業
」
が
６６
億
３
０
０

万
円
を
も
っ
て
創
設
さ
れ
、
林
業

大
学
校
ほ
か
教
育
機
関
で
、
就
業

に
必
要
な
知
識
を
青
年
に
学
ば
せ

る
。
将
来
的
に
、
林
業
経
営
を
も

担
う
有
望
な
人
材
と
し
て
期
待
さ

れ
る
青
年
へ
支
援
を
実
施
す
る
。

就
業
希
望
者
１
人
当
た
り
年
間
１

５
０
万
円
、
最
大
で
２
年
間
の
給

付
が
実
施
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

人
材
育
成
対
策
で
は
、
こ
の
ほ

か
「
『
緑
の
雇
用
』
現
場
技
能
者

育
成
対
策
事
業
」
に
対
前
年
度
比

１２
・
７
％
増
の
６２
億
３
３
０
０
万

円
が
確
保
さ
れ
た
。
▽
「
就
業
体

験
」
「
ガ
イ
ダ
ン
ス
」
「
ト
ラ
イ

ア
ル
雇
用
」
に
よ
る
新
規
就
業
者

の
確
保
▽
３
年
間
の
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修

等
に
よ
る
新
規
就
業
者
の
育
成
▽

現
場
管
理
責
任
者
等
へ
の
キ
ャ
リ

ア
ア
ッ
プ
―
な
ど
に
必
要
な
経
費

を
支
援
す
る
。
研
修
生
１
人
当
た

り
月
額
で
９
万
円
が
支
援
さ
れ
、

ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
に
つ
い
て
は
３

か
月
、
Ｏ
Ｊ
Ｔ
研
修
に
つ
い
て
は

１
年
目
を
１０
か
月
と
し
、
２
年
目

と
３
年
目
は
８
か
月
に
わ
た
り
支

援
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。
現
場
技

【
３
面
へ
続
く
】

○ 経営所得安定対策の平均交付単価

〈水田〉 （千円／１０ａ）

合計
�＝�＋�

１５

７９

７３

６９

７５

７３

４３

５２

３５

８０

２０

※ 地域の判断によって、産地資金により交付単価が上乗せとなる作物がある。

〈畑作〉 （千円／１０ａ）

畑作物の直接支払

左の面積換算

４４

３８

３４

４０

３８

４０

５２

２３

３２

水田活用の直接
支払＊�

―

３５

３５

３５

３５

３５

２０

２０

３５

８０

２０

米・畑作物の直接支払

左の面積換算�

１５

４４

３８

３４

４０

３８

２３

３２

―

―

―

基本単価（数量払）

６，３６０（円／６０�）

５，３３０（円／５０�）

５，５１０（円／５０�）

７，６２０（円／６０�）

１１，３１０（円／６０�）

６，４１０（円／ｔ）

１１，６００（円／ｔ）

１５，２００（円／４５�）

８，４７０（円／６０�）

基本単価
（数量払）

―

６，３６０
（円／６０�）
５，３３０

（円／５０�）
５，５１０

（円／５０�）
７，６２０

（円／６０�）
１１，３１０

（円／６０�）
１５，２００

（円／４５�）
８，４７０

（円／６０�）

―

―

―

主食用米

小麦

二条大麦

六条大麦

はだか麦

大豆

そば

なたね

飼料作物

米粉用米
飼料用米
ＷＣＳ用稲

加工用米

小麦

二条大麦

六条大麦

はだか麦

大豆

てん菜

でん粉原料用
ばれいしょ

そば

なたね

第
１
８
６
３
・
６
４
号
、
第
１
８
６
５
号
に
引
き
続
き
、
今
号
で
も
本
会
委
員
会
に
お
け
る
平
成
２４
年

度
活
動
結
果
を
概
要
と
し
て
掲
載
す
る
。
３
回
目
の
連
載
と
な
る
今
号
で
は
、
産
業
経
済
委
員
会
と
建
設

運
輸
委
員
会
の
要
請
活
動
に
対
す
る
成
果
へ
焦
点
を
当
て
る
。
な
お
、
今
回
の
紹
介
記
事
を
も
っ
て
連
載

は
終
了
す
る
が
、
今
回
ま
で
に
紹
介
し
て
き
た
▽
地
方
行
政
▽
地
方
財
政
▽
社
会
文
教
▽
産
業
経
済
▽
建

設
運
輸
―
の
各
委
員
会
代
表
は
、
５
月
２２
日
開
催
の
本
会
第
８９
回
定
期
総
会
で
活
動
結
果
を
報
告
す
る
。

産
業
経
済
委
員
会
が
取
り
組
ん
で
き
た
要
望
の
柱
は
▽
農
業
振
興

対
策
▽
林
業
振
興
対
策
▽
水
産
業
振
興
対
策
▽
中
小
企
業
振
興
対
策

等
▽
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
―
な
ど
７
本
。
従
前
の
「
農
業
者
戸

別
所
得
補
償
制
度
」
が
、
名
称
を
「
経
営
所
得
安
定
対
策
」
へ
と
改

め
ら
れ
た
も
の
の
、
２４
年
産
作
物
と
同
じ
枠
組
み
が
維
持
さ
れ
た
。

２４年度

本本

会会

委委

員員

会会

活活
動動
結結
果果
のの
概概
要要
〈３〉終

第１８６６号 平成２５年４月２５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
２
面
か
ら
続
く
】

３
、
水
産
業
振
興
対
策

２３
年
度
か
ら
講
じ
ら
れ
て
い
た

資
源
管
理
・
漁
業
所
得
補
償
対
策

が
、
２５
年
度
か
ら
「
資
源
管
理
・

漁
業
経
営
安
定
対
策
」
と
名
称
を

改
め
引
き
続
き
講
じ
ら
れ
る
。
対

前
年
度
比
１４
・
８
％
減
の
３
７
３

億
３
０
０
０
万
円
が
、
水
産
庁
予

算
と
し
て
計
上
さ
れ
た
。
▽
資
源

管
理
に
取
り
組
む
漁
業
者
に
対
す

る
補
助
�
２
４
５
億
２
９
０
０
万

円
（
対
前
年
度
比
２２
・
１
％
減
）

▽
資
源
管
理
指
針
策
定
・
資
源
管

理
計
画
履
行
確
認
等
に
対
す
る
支

援
�
４
億
４
５
０
０
万
円
（
同
１４

・
４
％
減
）
▽
資
源
管
理
計
画
等

の
推
進
に
対
す
る
支
援
�
５
２
０

０
万
円
（
同
２２
・
４
％
減
）
▽
漁

業
共
済
の
加
入
漁
業
者
に
対
す
る

助
成
�
８８
億
５
０
０
万
円
（
同
１０

・
６
％
減
）
▽
燃
油
・
養
殖
用
配

合
飼
料
の
価
格
高
騰
対
策
�
３５
億

円
（
同
８７
％
増
）
―
の
５
つ
に
わ

た
る
支
援
が
講
じ
ら
れ
る
。

「
資
源
管
理
に
取
り
組
む
漁
業

者
に
対
す
る
補
助
」
で
は
、
「
漁

業
共
済
」
「
積
立
ぷ
ら
す
」
の
仕

組
み
を
活
用
し
、
基
準
収
入
か
ら

一
定
以
上
の
減
収
が
生
じ
る
と
、

共
済
で
原
則
８
割
ま
で
、
積
立
で

原
則
９
割
ま
で
、
減
収
補
填
が
実

施
さ
れ
る
。

原子力災害対策指針（改定原案）のポイント

平成２５年４月１０日
原 子 力 規 制 庁

○原子力災害対策指針は、平成２４年１０月３１日に
策定され、また、平成２５年２月２７日に緊急時
における判断や防護措置実施の基準の具体化等
のための改定が行われたが、いくつかの事項に
ついては、指針の内容充実のため更なる議論が
必要なものとして検討課題とした。

○この度、その検討課題のうち、�緊急時モニタ
リング等の在り方、�被ばく医療の在り方のう
ち安定ヨウ素剤の配布・服用に係る事項につい
て、検討チーム等において検討を進めてきたと
ころ、その結果がとりまとまったため、以下の
とおり、指針に反映を行う。

１．緊急時モニタリング等の在り方

○緊急時モニタリングの実施体制や運用方法等の
具体化
【（改定案の）Ｐ３～９、Ｐ１２～１４、Ｐ１６、Ｐ１８】
・緊急時モニタリングの実施体制として、国の統
括の下で地方公共団体、原子力事業者及び関係
指定公共機関が、目的を共有し、それぞれの責
任を果たしながら連携する体制をとることを記
載。

・緊急時モニタリングの事前措置として、国は緊
急時モニタリングセンターの体制を準備するこ
と、国は要員・資機材の動員計画を作成するこ
と、地方公共団体は国等の協力を受けて緊急時
モニタリング計画を定めること等を記載。

・発災後の緊急時モニタリングとして、国は緊急
事態において速やかに緊急時モニタリング実施
計画を策定すること、緊急時モニタリングセン
ターで緊急時モニタリングを実施すること、緊
急時モニタリング結果の解析・評価及び公表を
国が一元的に実施すること等を記載。

２．安定ヨウ素剤の配布・服用

○安定ヨウ素剤の事前配布の方法等の具体化
【（改定案の）Ｐ１０～１２、Ｐ１４～１６、Ｐ１８～１９】
・ＰＡＺ（施設から５ｋｍ圏内目安）においては、
地方公共団体が、原則として医師による説明や
副作用・アレルギーの事前調査を行う等の適切
な方法により、安定ヨウ素剤の事前配布を行う
ことを記載。その上で、地方公共団体には、緊
急時の紛失等に備えて、予備の安定ヨウ素剤を
備蓄することが必要であることを記載。

・ＰＡＺ外においては、地方公共団体は、原則、
緊急時に備えて安定ヨウ素剤の備蓄を行うこと
を記載。ただし、緊急時に迅速な配布が困難と
見込まれる等の地域では、ＰＡＺと同様、事前
配布も可能である旨を記載。

・緊急時の服用については、原則として、原子力
規制委員会が判断を行い、その判断に基づき原
子力災害対策本部又は地方公共団体が指示する
ことを記載。

３．今後の予定

４月１０日（水）原子力規制委員会において改
定原案を提示

４月１０日（水）パブリックコメント開始
５月９日（木）パブリックコメント〆切
５月中 原子力規制委員会において改定

案を決定
以上

５
、
食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信

頼
確
保
対
策

２５
年
度
予
算
と
し
て
厚
生
労
働

省
の
「
食
品
中
の
放
射
性
物
質
対

策
の
推
進
」
に
対
前
年
度
比
５４
・

１
％
減
の
３
億
３
０
０
０
万
円
、

農
林
水
産
省
の
「
消
費
・
安
全
対

策
交
付
金
」
に
対
前
年
度
比
１９
・

５
％
減
の
２０
億
９
６
０
０
万
円
な

ど
が
計
上
さ
れ
た
。

６
、
中
小
企
業
振
興
対
策
等

中
小
企
業
庁
の
「
中
小
企
業
・

小
規
模
事
業
者
の
資
金
繰
り
支

援
」
に
対
前
年
度
比
１
・
５
％
減

の
２
６
５
億
４
０
０
０
万
円
が
計

上
さ
れ
た
ほ
か
「
中
小
企
業
経
営

力
強
化
資
金
融
資
事
業
」
が
４
億

４
０
０
０
万
円
で
創
設
さ
れ
た
。

４
、
農
林
水
産
業
共
通
対
策

産
経
委
で
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
参
加

へ
の
検
討
で
、
我
が
国
の
農
林
水

産
業
が
甚
大
な
影
響
を
被
る
こ
と

の
な
い
よ
う
、
慎
重
に
対
応
す
る

よ
う
政
府
へ
求
め
て
き
た
。
参
加

へ
の
是
非
に
つ
い
て
は
、
菅
内
閣

当
時
の
２２
年
１１
月
か
ら
議
論
が
重

ね
ら
れ
て
い
た
が
、
東
日
本
大
震

災
発
生
で
判
断
が
先
送
り
さ
れ
、

当
初
の
予
定
で
あ
っ
た
２３
年
６
月

ま
で
に
結
論
は
出
な
か
っ
た
。

野
田
内
閣
が
発
足
し
、
２３
年
１１

月
に
政
府
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
交
渉
へ
の
参

加
を
正
式
に
表
明
。
同
年
１２
月
に

は
関
係
国
と
の
協
議
に
関
す
る
関

係
閣
僚
会
議
を
開
き
、
関
係
国
と

の
協
議
に
対
応
す
る
た
め
の
体
制

構
築
、
国
民
へ
の
情
報
提
供
の
在

り
方
を
議
論
し
た
。
結
果
、
省
庁

横
断
に
よ
る
強
力
な
体
制
が
内
閣

官
房
に
構
築
さ
れ
て
い
る
。

再
度
の
政
権
交
代
で
与
党
に
返

り
咲
い
た
自
民
党
は
、
２４
年
総
選

挙
の
公
約
で
「
『
聖
域
な
き
関
税

撤
廃
』
を
前
提
に
す
る
限
り
、
Ｔ

Ｐ
Ｐ
交
渉
に
は
反
対
」
と
し
て
い

た
が
、
安
倍
総
理
は
本
年
３
月
１５

日
に
参
加
表
明
の
記
者
会
見
を
開

き
、
参
加
理
由
の
１
つ
に
オ
バ
マ

米
大
統
領
か
ら
「
聖
域
な
き
関
税

撤
廃
を
前
提
と
し
な
い
」
と
言
質

を
取
っ
た
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。

能
者
育
成
対
策
事
業
で
は
、
森
林

作
業
道
作
設
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
の
育

成
も
図
ら
れ
る
。
研
修
の
実
施
に

必
要
な
経
費
を
支
援
し
、
丈
夫
で

簡
易
な
森
林
作
業
道
の
作
設
を
目

指
す
こ
と
と
し
て
い
る
。

林
野
庁
で
は
、
両
事
業
を
通
じ

て
林
業
へ
の
新
規
就
業
者
の
確
保

・
育
成
を
図
る
と
と
も
に
、
就
業

希
望
者
の
裾
野
を
広
げ
て
い
く
。

７
、
資
源
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

２４
年
９
月
１９
日
に
発
足
し
た
原

子
力
規
制
委
員
会
が
現
在
、
東
京

電
力
福
島
第
１
原
発
事
故
の
教
訓

を
反
映
さ
せ
た
安
全
基
準
の
全
面

的
な
見
直
し
を
進
め
て
い
る
。
世

界
最
高
水
準
の
安
全
基
準
を
目
指

し
規
制
委
は
、
外
部
有
識
者
で
構

成
す
る
検
討
チ
ー
ム
を
設
置
し
検

討
を
進
め
て
い
る
。

２５
年
に
入
り
検
討
チ
ー
ム
は
改

定
案
を
発
表
。
た
だ
し
「
原
子
力

災
害
対
策
指
針
」
に
は
、
改
定
案

で
盛
り
込
め
な
か
っ
た
放
射
線
防

護
対
策
を
反
映
さ
せ
る
た
め
、
４

月
に
再
改
定
す
る
方
針
と
し
て
い

た
。
４
月
１０
日
に
は
指
針
の
改
定

原
案
が
示
さ
れ
、
課
題
と
さ
れ
て

い
た
項
目
が
整
理
さ
れ
た
。
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
募
集
を
経
て

５
月
中
に
決
定
さ
れ
る
見
通
し
。

（３） 平成２５年４月２５日 第１８６６号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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建
設
運
輸
委
員
会
は
▽
自
然
災
害
対
策
の
推
進
▽
各
種
交
通
基
盤

整
備
の
推
進
▽
都
市
基
盤
整
備
の
推
進
▽
観
光
立
国
の
推
進
―
の
４

項
目
を
掲
げ
、
２４
年
度
の
委
員
会
活
動
を
実
施
し
て
き
た
。

本
紙
で
は
、
４
面
か
ら
５
面
に
か
け
、
２４
年
度
建
運
委
の
要
望
結

果
の
概
要
を
項
目
ご
と
に
順
次
紹
介
す
る
。

建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

１
、
自
然
災
害
対
策
の
推
進

国
土
交
通
省
の
２５
年
度
予
算
で

は
「
公
共
施
設
の
耐
震
化
・
津
波

対
策
等
の
推
進
」
に
対
前
年
度
比

１
・
１３
倍
の
８
８
４
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。
堤
防
・
水
門
等
の
液
状

化
対
策
・
耐
震
化
や
堤
防
の
嵩
上

げ
等
が
実
施
さ
れ
る
。

防
災
・
減
災
対
策
で
は
、
「
防

災
・
安
全
交
付
金
」
を
２４
年
度
補

正
予
算
よ
り
創
設
。
２４
年
度
補
正

予
算
で
５
４
９
８
億
円
、
２５
年
度

予
算
で
も
新
規
事
業
費
と
し
て
１

兆
４
６
０
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

同
交
付
金
は
、
下
水
道
や
道
路
整

備
な
ど
に
活
用
さ
れ
て
い
た
従
来

の
「
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付

金
」
の
う
ち
、
防
災
・
安
全
分
野

に
特
化
し
、
集
中
的
に
支
援
す
る

も
の
。
地
方
自
治
体
が
実
施
す
る

イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
対
策
や
事
前

防
災
、
減
災
対
策
に
活
用
さ
れ

る
。
同
交
付
金
は
内
閣
府
の
「
地

域
自
主
戦
略
交
付
金
」
が
２５
年
度

よ
り
廃
止
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え

創
設
さ
れ
た
。

建
運
委
で
は
事
前
防
災
・
減
災

の
ほ
か
、
災
害
発
生
時
に
も
着

目
。
災
害
時
の
情
報
伝
達
な
ど
の

充
実
・
強
化
を
求
め
た
。
東
日
本

大
震
災
で
は
海
水
浴
客
や
釣
り
客

な
ど
に
対
し
、
津
波
警
報
が
風
等

の
影
響
で
届
か
な
か
っ
た
こ
と
な

ど
が
課
題
と
な
っ
て
い
た
。
課
題

の
解
決
に
向
け
、
消
防
庁
は
「
津

波
被
害
対
策
推
進
マ
ニ
ュ
ア
ル
検

討
会
」
を
設
置
し
、
２４
年
６
月
か

ら
２５
年
３
月
ま
で
４
回
に
わ
た
る

検
討
を
実
施
。
検
討
会
の
議
論
で

は
、
視
覚
情
報
と
し
て
屋
外
に
い

る
者
へ
訴
え
る
た
め
、
旗
を
追
加

す
る
方
法
な
ど
が
考
案
さ
れ
た
。

検
討
会
が
議
論
を
重
ね
た
結
果

は
、
３
月
に
報
告
書
と
し
て
取
り

ま
と
め
ら
れ
た
。

ま
た
、
災
害
は
地
震
・
津
波
だ

け
で
は
な
い
。
２４
年
７
月
に
は
九

州
地
方
を
中
心
に
大
規
模
な
豪
雨

災
害
が
発
生
し
た
。
消
防
庁
で
は

８
月
１０
日
に
「
７
月
１１
日
か
ら
の

梅
雨
前
線
に
よ
る
大
雨
に
つ
い
て

（
第
２０
報
）
１８
時
００
分
現
在
」
を

公
表
。
全
国
の
死
者
数
が
３０
人
、

行
方
不
明
者
が
２
人
、
負
傷
者
数

が
２７
人
。
避
難
指
示
の
対
象
者
数

が
２７
万
８
７
０
８
人
、
避
難
勧
告

の
対
象
者
数
が
２８
万
１
５
５
２
人

に
も
及
ぶ
と
し
た
。

建
運
委
で
は
、
台
風
や
大
規
模

豪
雨
な
ど
に
よ
る
甚
大
な
被
害
を

踏
ま
え
、
治
山
・
治
水
対
策
に
つ

い
て
重
点
的
な
水
害
・
土
砂
災
害

対
策
を
図
る
よ
う
要
望
し
た
。
結

果
、
２５
年
度
予
算
で
は
、
「
激
甚

な
水
害
・
土
砂
災
害
が
生
じ
た
地

域
等
に
お
け
る
災
害
対
策
」
と
し

て
対
前
年
度
比
１
・
０２
倍
の
１
１

６
０
億
円
を
計
上
。
「
予
防
的
な

治
水
対
策
等
の
強
化
」
に
対
前
年

度
比
１
・
０１
倍
の
２
６
２
９
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
水
害
・
土
砂
災

害
等
対
策
を
通
じ
、
被
害
の
防
止

・
軽
減
に
向
け
、
集
中
的
な
事
業

を
展
開
す
る
。

２
、
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進

道
路
の
整
備
促
進
で
は
、
高
規

格
幹
線
道
路
網
に
つ
い
て
、
財
源

の
確
保
に
万
全
を
期
す
こ
と
や
未

開
通
区
間
、
い
わ
ゆ
る
ミ
ッ
シ
ン

グ
リ
ン
ク
の
解
消
な
ど
を
要
望
し

た
。
２４
年
度
補
正
予
算
で
は
「
ミ

ッ
シ
ン
グ
リ
ン
ク
の
整
備
」
に
６

２
４
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
２５
年

度
予
算
で
は
「
代
替
性
の
確
保
の

た
め
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
整

備
」
に
対
前
年
度
１
・
０１
倍
の
１

５
９
８
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
同

予
算
に
よ
り
、
主
要
都
市
な
ど
を

連
絡
す
る
高
規
格
幹
線
道
路
等
の

整
備
が
推
進
さ
れ
る
。
高
規
格
幹

線
道
路
網
は
流
通
や
観
光
な
ど
の

経
済
効
果
を
も
た
ら
す
ほ
か
、
災

害
発
生
時
に
は
救
援
、
復
旧
活
動

の
た
め
の
「
命
の
道
」
と
し
て
重

要
な
役
割
を
果
た
す
。
政
府
も
高

規
格
幹
線
道
路
の
重
要
性
を
考
慮

し
「
第
４
次
全
国
総
合
開
発
計
画

（
昭

和
６２
年
６
月
３０
日

閣

議

決

定
）
」
「
２１
世
紀
の
国
土
の
グ
ラ

ン
ド
デ
ザ
イ
ン
（
平
成
１０
年
３
月

３１
日
閣
議
決
定
）
」
で
高
規
格
幹

線
道
路
網
１
万
４
０
０
０
�
を
整

備
す
る
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、

高
規
格
幹
線
道
路
網
は
２４
年
度
現

在
で
供
用
延
長
の
進
捗
率
は
７５
％

ほ
ど
�
表
�
参
照
。
高
規
格
幹
線

道
路
網
は
連
続
し
た
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
が
形
成
さ
れ
て
こ
そ
、
そ
の
効

果
が
最
大
限
に
発
揮
さ
れ
る
。
早

期
整
備
に
向
け
供
用
率
の
延
長
を

図
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
建
運
委
で
は
新
幹
線
鉄

道
の
整
備
促
進
に
関
し
、
全
国
新

幹
線
鉄
道
整
備
法
の
基
本
計
画
に

定
め
ら
れ
た
全
国
新
幹
線
鉄
道
網

の
早
期
整
備
な
ど
を
求
め
た
。
２５

年
度
予
算
で
は
「
整
備
新
幹
線
の

着
実
な
整
備
」
に
対
前
年
度
比
１

・
００
倍
の
７
０
６
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。
整
備
新
幹
線
と
は
、
全
国

新
幹
線
鉄
道
整
備
法
に
基
づ
く
昭

和
４８
年
策
定
の
整
備
計
画
に
よ

り
、
整
備
さ
れ
て
い
る
５
路
線
の

こ
と
�
表
�
参
照
。
２４
年
６
月
２９

日
に
は
新
た
に
▽
北
海
道
新
幹
線

（
新
函
館
・
札
幌
間
）
▽
北
陸
新

幹
線
（
金
沢
・
敦
賀
間
）
▽
九
州

新
幹
線
（
武
雄
温
泉
・
長
崎
間
）

―
の
３
区
間
に
係
る
工
事
実
施
計

画
の
認
可
、
着
工
が
行
わ
れ
た
。

し
か
し
着
工
区
間
で
も
建
設
中
の

区
間
が
多
く
、
未
着
工
区
間
も
未

だ
存
在
す
る
。
着
工
区
間
で
は
１

日
も
早
い
完
成
を
図
る
と
と
も

に
、
未
着
工
区
間
に
つ
い
て
は
整

備
方
針
を
早
期
に
策
定
す
べ
き
。

こ
の
ほ
か
、
交
通
基
盤
で
は
、

日
常
生
活
に
お
け
る
買
い
物
や
通

院
な
ど
地
域
住
民
の
「
足
」
と
な

る
地
域
公
共
交
通
に
対
す
る
支
援

策
も
欠
か
せ
な
い
。
国
交
省
は
公

共
交
通
の
確
保
・
充
実
を
図
る
た

め
「
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持
改

善
事
業
」
に
対
前
年
度
比
１
・
００

倍
の
３
３
３
億
円
を
計
上
。
バ
ス

【
５
面
へ
続
く
】

表�整備新幹線とは「全国新幹線鉄道整備法」に基
づく昭和４８年の「整備計画」により整備が行われ
ている以下の５路線のことを言います。

青森～札幌間

盛岡～青森間

東京～大阪間

福岡～鹿児島間

福岡～長崎間

北海道新幹線

東北新幹線

北陸新幹線

九州新幹線（鹿児島ルート）

九州新幹線（長崎ルート）

第１８６６号 平成２５年４月２５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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表④　東南アジア・訪日100万人プラン

【
４
面
か
ら
続
く
】

３
、
都
市
基
盤
整
備
の
推
進

都
市
基
盤
の
関
係
で
は
近
年
、

道
路
、
橋
梁
、
上
下
水
道
な
ど
、

社
会
イ
ン
フ
ラ
の
老
朽
化
が
深
刻

な
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
社
会
イ

ン
フ
ラ
は
高
度
経
済
成
長
期
に
集

中
的
に
整
備
さ
れ
た
た
め
、
今
後

２０
年
間
で
急
速
に
老
朽
化
が
進
展

す
る
見
通
し
。
国
交
省
総
合
政
策

局
に
よ
れ
ば
、
平
成
４３
年
で
道
路

橋
で
は
約
５３
％
、
河
川
管
理
施
設

で
は
約
６２
％
が
建
築
後
５０
年
以
上

を
経
過
す
る
と
公
表
し
て
い
る
�

表
�
参
照
。
現
状
を
踏
ま
え
、
建

運
委
で
は
社
会
イ
ン
フ
ラ
の
経
年

劣
化
対
策
の
拡
充
な
ど
を
要
望
。

結
果
、
２４
年
度
補
正
予
算
で
「
老

朽
化
対
策
等
の
推
進
」
に
２
０
５

２
億
円
、
２５
年
度
予
算
で
「
道
路
、

河
川
管
理
施
設
等
の
総
点
検
、
老

朽
化
対
策
等
の
推
進
」
に
対
前
年

度
比
１
・
１０
倍
の
１
８
０
４
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。
道
路
、
下
水
道
、

堤
防
な
ど
を
適
切
に
維
持
・
管
理

で
き
る
よ
う
、
安
全
性
の
徹
底
調

査
や
総
点
検
、
老
朽
化
対
策
等
が

講
じ
ら
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
２５
年
予
算
で
は

「
社
会
資
本
の
適
切
な
維
持
管
理

・
更
新
に
向
け
た
取
組
み
の
推

進
」
と
し
て
対
前
年
度
比
１
・
０３

倍
の
２
０
４
０
億
円
が
計
上
さ
れ

た
。
社
会
資
本
の
的
確
な
長
寿
命

化
・
老
朽
化
対
策
を
推
進
す
る
た

め
、
よ
り
精
度
の
高
い
維
持
管
理

・
更
新
費
用
の
推
計
方
法
や
社
会

構
造
の
変
化
に
対
応
し
た
新
た
な

維
持
管
理
・
更
新
に
関
す
る
検
討

を
行
う
と
し
て
い
る
。

４
、
観
光
立
国
の
推
進

訪
日
旅
行
促
進
事
業
（
ビ
ジ
ッ

ト
・
ジ
ャ
パ
ン
事
業
）
に
は
対
前

年
度
比
１
・
１１
倍
の
５５
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。
同
事
業
で
は
、
２４
年

３
月
３０
日
に
閣
議
決
定
し
た
「
観

光
立
国
推
進
基
本
計
画
」
に
沿
う

形
で
▽
訪
日
個
人
旅
行
の
促
進
▽

Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
（
国
際
会
議
、
展
示
会

な
ど
）
の
誘
致
・
開
催
の
促
進
▽

送
客
元
の
多
様
化
―
な
ど
を
展
開

す
る
。
「
観
光
立
国
推
進
基
本
計

画
」
は
、
観
光
事
業
を
我
が
国
の

成
長
戦
略
の
柱
の
１
つ
と
し
て
位

置
付
け
る
ほ
か
、
東
日
本
大
震
災

か
ら
の
復
興
へ
の
貢
献
に
も
寄
与

す
る
と
し
て
い
る
。
同
計
画
に

は
、
２４
年
度
か
ら
２８
年
度
ま
で
の

５
年
間
で
、
訪
日
外
国
人
旅
行
者

数
を
１
８
０
０
万
人
と
す
る
目
標

が
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
３２
年
は
じ

め
ま
で
に
は
、
２
５
０
０
万
人
ま

で
に
増
や
す
計
画
と
し
て
い
る
。

な
お
、
２４
年
の
訪
日
外
国
人
旅

行
者
数
は
８
３
７
万
人
。
こ
の
ほ

か
、
２５
年
度
予
算
よ
り
「
東
南
ア

ジ

ア
・
訪

日
１
０
０
万

人

プ

ラ

ン
」
を
新
設
。
６
億
円
が
計
上
さ

れ
て
い
る
�
表
�
参
照
。

交
通
や
離
島
航
路
・
航
空
路
な
ど
、

生
活
交
通
の
存
続
が
危
機
に
瀕
し

て
い
る
地
域
な
ど
で
地
域
の
交
通

に
関
す
る
計
画
な
ど
に
基
づ
き
、

実
施
さ
れ
る
取
組
み
を
支
援
す

る
。
事
業
費
の
う
ち
２７
億
円
は
、

復
興
庁
へ
計
上
さ
れ
被
災
地
域
に

お
け
る
バ
ス
交
通
等
生
活
交
通
の

確
保
・
維
持
に
活
用
さ
れ
る
。

２４
年
度
末
の
段
階
で
都
市
基
盤

に
関
し
て
は
未
だ
課
題
が
残
る
。

建
運
委
で
は
、
こ
れ
ら
課
題
に
対

処
す
べ
く
▽
道
路
▽
新
幹
線
―
の

整
備
促
進
な
ど
の
要
望
事
項
を
次

年
度
委
員
会
へ
申
し
送
っ
た
。

５
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧

・
復
興
関
係

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
に
関
し
て
は
、
建
運
委
は
じ

め
本
会
の
各
委
員
会
が
、
所
管
分

野
を
越
え
て
要
望
し
た
。
２５
年
度

の
地
財
計
画
で
は
、
東
日
本
大
震

災
復
興
交
付
税
と
し
て
、
通
常
収

支
と
別
枠
で
６
１
９
８
億
円
を
確

保
。
交
付
税
を
活
用
し
、
復
旧
・

復
興
事
業
の
地
方
負
担
分
を
措
置

す
る
。
ま
た
、
２５
年
度
東
日
本
大

震
災
復
興
特
別
会
計
の
う
ち
「
東

日
本
大
震
災
復
興
交
付
金
」
に
対

前
年
度
比
２
・
０６
倍
の
５
９
１
８

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
同
交
付
金

は
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
著
し
い

被
害
を
受
け
た
地
域
の
復
興
を
支

援
す
る
た
め
▽
災
害
住
宅
公
営
整

備
事
業
▽
道
路
整
備
事
業
▽
下
水

道
事
業
▽
都
市
公
園
事
業
―
な
ど

に
活
用
さ
れ
る
。

こ
の
ほ
か
、
公
共
事
業
関
係
で

は
２４
年
度
東
日
本
大
震
災
復
興
特

別
会
計
補
正
予
算
の
う
ち
、
社
会

資
本
整
備
総
合
交
付
金
に
よ
る
道

路
整
備
な
ど
に
６０
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。
津
波
に
よ
り
壊
滅
的
な
被

害
を
受
け
た
地
域
に
お
い
て
、
復

興
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
た
復
興

計
画
エ
リ
ア
相
互
を
結
ぶ
道
路
整

備
な
ど
を
支
援
す
る
。

（５） 平成２５年４月２５日 第１８６６号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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全
国
市
議
会
議
員
互
助
会
は
、

全
国
の
市
議
会
議
員
の
皆
様
を
会

員
と
し
、
相
互
扶
助
を
目
的
に
運

営
さ
れ
て
い
ま
す
。

現
在
、
任
意
加
入
の
保
険
と
し

て
、
傷
害
総
合
保
険
で
あ
る
「
全

国
市
議
会
議
員
団
体
補
償
制
度
」

と
、
疾
病
や
ケ
ガ
に
よ
る
入
院
・

手
術
を
補
償
す
る
「
全
国
市
議
会

議
員
医
療
保
険
制
度
」
の
２
つ
の

事
業
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

今
回
は
「
全
国
市
議
会
議
員
医

療
保
険
制
度
」
に
つ
い
て
、
ご
案

内
い
た
し
ま
す
。

本
制
度
の
保
険
期
間
は
、
毎
年

１
月
１
日
午
後
４
時
か
ら
の
１
年

間
と
な
り
ま
す
が
、
中
途
加
入
で

の
お
申
込
み
も
受
け
付
け
て
い
ま

す
。加

入
日
時
点
で
市
議
会
議
員
で

あ
れ
ば
、
ど
な
た
で
も
加
入
資
格

が
あ
り
、
本
人
と
併
せ
て
配
偶
者

も
同
時
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

加
入
時
の
医
師
の
診
査
は
不
要

で
健
康
状
態
の
告
知
の
み
で
加
入

で
き
ま
す
。
ま
た
、
持
病
や
治
療

歴
が
あ
っ
て
も
条
件
付
き
で
加
入

で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

特
段
お
申
し
出
が
な
い
限
り
、

翌
年
度
以
降
も
自
動
更
新
い
た
し

ま
す
。
保
険
期
間
中
に
病
気
等
で

保
険
金
を
受
け
取
っ
て
も
、
翌
年

以
降
も
引
受
に
制
限
が
か
か
る
こ

と
な
く
加
入
時
と
同
じ
条
件
で
継

続
し
て
加
入
い
た
だ
け
ま
す
。

毎
月
の
保
険
料
は
、
年
齢
別
に

区
分
さ
れ
て
お
り
、
割
安
な
保
険

料
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

ま
た
、
電
話
に
て
各
種
医
療
に

関
す
る
相
談
に
応
じ
る
「
メ
デ
ィ

カ
ル
ア
シ
ス
ト
」
や
、
暮
ら
し
の

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
等
、
役
立

つ
情
報
を
提
供
す
る
「
デ
イ
リ
ー

サ
ポ
ー
ト
」
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
も

充
実
し
て
お
り
ま
す
。

市
議
会
議
員
の
皆
様
が
万
が
一

疾
病
を
患
っ
た
際
に
「
早
期
発
見

・
早
期
治
療
・
早
期
復
職
」
を
サ

ポ
ー
ト
す
る
安
心
の
医
療
保
険
制

度
で
す
の
で
、
加
入
の
ご
検
討
を

お
願
い
い
た
し
ま
す
。

資
料
請
求
は
無
料
で
す
の
で
、

左
記
の
資
料
請
求
先
ま
で
お
気
軽

に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。
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▼
議
長

▽
五
島

荒
尾
正
登
（
２
・
２７
）

▽
日
南

坂
口
義
弘
（
２
・
２７
）

▽
西
条

楠

學
（
３
・
４
）

▽
大
分

板
倉
永
紀
（
３
・
１１
）

▽
秩
父

浅
海

忠
（
３
・
１３
）

▽
立
川

守
重
夏
樹
（
３
・
１５
）

▽
金
沢

横
越

徹
（
３
・
１８
）

▽
珠
洲

上
野
良
夫
（
３
・
１８
）

▽
五
所
川
原

三
潟
春
樹
（
３
・
１９
）

▽
久
喜

鎌
田
忠
保
（
３
・
１９
）

▽
太
宰
府

橋
本

健
（
３
・
１９
）

▽
羽
咋

�
田
甚
哉
（
３
・
２１
）

▽
飛
�

内
海
良
郎
（
３
・
２１
）

▽
別
府

吉
冨
英
三
郎
（
３
・
２１
）

▽
赤
平

若
山
武
信
（
３
・
２２
）

▼
副
議
長

▽
香
美

比
与
森
光
俊
（
９
・
２４
）

▽
五
島

清
川
久
義
（
２
・
２７
）

▽
日
南

坂
元
啓
一
（
２
・
２７
）

▽
西
条

堀
江
幸
二
（
３
・
４
）

▽
大
分

篠
田
良
行
（
３
・
１１
）

▽
稚
内

松
本
勝
利
（
３
・
１４
）

▽
立
川

須
�
八
朗
（
３
・
１５
）

▽
五
所
川
原

川
浪
茂
浩
（
３
・
１９
）

▽
久
喜

岡
崎
克
巳
（
３
・
１９
）

▽
太
宰
府

藤
井
雅
之
（
３
・
１９
）

▽
羽
咋

大
塚
幸
男
（
３
・
２１
）

▽
別
府

荒
金
卓
雄
（
３
・
２１
）

▽
赤
平

北
市

勲
（
３
・
２２
）
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会会
人人
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